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③ダイレクト航路への
集貨促進のための
「日本海側内航航路形成」

①将来的に成長センターとなり得る
「東南アジアに向けたダイレクト
航路形成」

② 北陸地域の地理的優位性を活かした
「北東アジアに向けたダイレクト
航路形成」

「現代版北前船構想」のイメージ
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「現代版北前船構想」の方向性

○「現代版北前船構想」は、江戸時代に繁栄した北前船をモチーフに、現代のニーズに即して、

を目指し、日本海側をステージとした海上輸送網を形成し、北陸地域の経済発展に寄与するもの。

①将来的に成長センターとなり得る「東南アジアに向けたダイレクト航路形成」

②北陸地域の地理的優位性を活かした「北東アジアに向けたダイレクト航路形成」

③ダイレクト航路への集貨促進のための「日本海側内航航路形成」



2

「現代版北前船構想」 平成28年度の取り組み①

○「現代版北前船構想」の実現にあたっては、まず、ダイレクト航路の就航拠点が作れるように、北陸地域

の輸出のポテンシャルを高めていくことが重要。

○そのために、本年度、荷主、商社等と意見交換会を２回開催し、北陸地域の企業の輸出を拡大させる

ための「ビジネスモデル」について検討した。

第１回意見交換会
【日時】 平成28年9月 【参加者】 荷主、商社、経済団体、金融機関、行政
【内容】 地域の輸出を拡大させるためのビジネスモデルの先行事例を調査し、ビジネスモデルを検討する際の

ポイントについて、意見交換を実施。

【主な意見】
○中小企業は、輸出に乗り出そうとしても、ノウハウがない上に、多品種少量生産であるため輸送費用がかさむ。

共同輸出など、地域が一体となって、輸出を拡大させる取り組みが必要であると感じている。
○輸出拡大にあたって一番重要なのは、海外バイヤーの開拓である。
○輸出相手国によって規制・通関等が異なるので、輸出にあたってはノウハウを共有するなど戦略的に進めて

いく必要がある。

名称 組織形態 協議会構成員又は株主 活動概要

①関西フードエクスポート＆
ブランディング協議会

協議会
＋
組合

・関西・食・輸出推進事業協同組合
・新関西国際空港株式会社
・三井住友海上火災保険株式会社
・日本通運株式会社
・株式会社三井住友銀行　他

輸出に乗り出したいが、ノウハウがない中小企業に対して、
・海外商談会への共同展示
・輸出書類作成の代行
・代金決済の代行
等をパッケージで行うことによって、海外販路拡大を支援。

②北海道国際輸送プラットフォーム
推進協議会

協議会
＋
物流事業者

・北海道ヤマトグループ
・札幌大学
・北海道
・北海道開発局　他

北海道産品の輸出拡大を図るため、
・北海道産品の海外飲食店へのサンプル輸送
・１箱からの海外冷凍・冷蔵輸送サービス
・外国人観光客のお土産品海外冷凍・冷蔵輸送サービス
等を実施し、小口冷凍・冷蔵貨物の輸送効率化を推進。

③九州農産物通商株式会社 地域商社
・各地の農業協同組合
・福岡県　他

地域商社として地域の農産品の輸出拡大を推進。
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「現代版北前船構想」 平成28年度の取り組み②

第２回意見交換会
【日時】 平成28年12月 【参加者】 商社、金融機関、行政
【内容】 地域の輸出を拡大させるためのビジネスモデルの仕組みについて意見交換を実施。

【主な意見】
○セミナー、商談会、補助金など、輸出拡大に向けて各機関で豊富なメニューが既に用意されている。これらを

上手く活用した仕組みにすることが重要である。
○運営事務局は、輸出に関するノウハウを保有した商社などの民間企業が担うので、ある程度の利益が出ない

と本仕組みは継続しない。一方で、地域一体となった取り組みなので、サプライヤーに輸出に関するノウハウを
共有するなど、公益性のある仕組みにすべきではないか。

○商談会へ積極的に参加するなど、輸出拡大に対して志を持った企業をサプライヤ－に加えてないと、本仕組み
は上手く回らない。

○商流の形成においては、サプライヤーの商品のマッチングを上手く行うことが重要である。

支援団体（金融機関や行政など） ※地域一体となって支援

• 販売機会の提供
• 商談会への共同参加
• 貿易実務の代行
• 代金決済
• 企業同士のマッチング

国内

②商談会・
展示会情報

⑤発注
⑦代金決済

②売り込み（商談会・展示会）

海外
バイヤー

デパート

スーパー

その他

レスト
ラン

海外

• 企業同士のマッチング（情報提供）
• 補助金等の獲得支援

• 共同輸送
（物流コスト低減）

• 情報交換の場を提供
• 海外交渉力の向上

サプライヤー 運営事務局（商社など）

• 海外販路の開拓支援

新たに海外輸出に
乗り出そうとして
いる地域の企業

③商品
引き合い

④契約
⑦代金決済

①商品情報
⑥出荷

①商品情報
④契約
⑥出荷
（共同輸送）

地域の輸出を拡大させるためのビジネスモデル（案）
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港湾・海運を取り巻く情勢① アライアンスの再編

○2015年末以降、従来のアライアンスの枠を超えた船社の再編の発表が相次いだ。

○2016年5月には、「オーシャンアライアンス」の結成、邦船三社を含む「ザ・アライアンス」の結成について

発表。同年10月には、邦船三社のコンテナ船事業の統合について発表。

○2017年4月以降は、「２Mアライアンス」を含めた３大アライアンスに再編される見通し。
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港湾・海運を取り巻く情勢② 邦船三社の定期コンテナ船事業統合

○2016年10月31日、邦船三社（川崎汽船、商船三井、日本郵船）が定期コンテナ船事業統合を発表。

新たに定期コンテナ船事業（海外ターミナル事業含む）統合を目的とした合弁会社を設立予定。

○統合コンテナ船事業会社は世界第６位のコンテナ船社となり、アジア－北米航路における同社のシェア

は、単独船社としてトップとなる約15％に達する。

○アジア－北米航路のトップシェアを有するコンテナ船社が我が国に誕生することになる。
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「現代版北前船構想」 今後の取り組み

○平成29年度は、本年度までの取り組みを更に加速させるとともに、昨今の港湾・海運を取り巻く情勢も

踏まえて、以下の２つの取り組みを実施。

北陸地域の輸出ポテンシャル向上に向けた取り組み

→引き続き、地域の輸出を拡大させるためのビジネスモデルの提案に向けた検討を、商社、経済団体、

金融機関等と行い、多品種少量生産に柔軟に対応できる効率的なサプライチェーンの構築を目指す。

取り組み内容①

ダイレクト航路形成に向けた取り組み

→韓進海運破綻、アライアンス再編等の原因となった船腹過剰による歴史的な海運市況の低迷は、しばら

く続く見通しであり、今後更なる変化が港湾・海運業界にもたらされることが予想される。

→昨今の港湾・海運を取り巻く情勢が、ダイレクト航路と競合関係にある釜山港T/S等をはじめとして、

日本海側航路にもたらす影響を調査（航路、便数、リードタイム、運賃相場、インセンティブ措置等）し、

ダイレクト航路形成の可能性を模索する。

取り組み内容②

日本海側をステージとした効率的な海上輸送網を形成し、北陸地域企業の生産性向上と国際競争力の

強化、さらには北陸地域の経済発展に寄与。


